
第４期障害福祉計画に係る国の基本指針の見直しについて

○ 都道府県・市町村の障害福祉計画は、障害者総合支援法に基づき、障害福祉
サービス等の提供体制の確保のために、国の定める基本指針（厚生労働大臣告
示）に即して定めるもの。

○ 第４期障害福祉計画（平成２７年度から平成２９年度）の策定に向けて、国の基本
指針を見直すため、昨年11月から社会保障審議会障害者部会において議論し、見
直しの方向性等について了承を得たところ。

○ パブリックコメント実施を経て、５月１５日に基本指針を告示。 今後（平成２６年度
中）、自治体において障害福祉計画を策定。

①福祉施設から地域生活への移行促進
・平成25年度末時点の施設入所者数の12％以上を地域生活へ移行。
・施設入所者数を平成25年度末時点から4％以上削減。

②精神科病院から地域生活への移行促進
・入院後３ヶ月時点の退院率を64％以上とする。(平成21年から23年の平均58.4％)
・入院後１年時点の退院率を91％以上とする。(平成21年から23年の平均87.7％)
・１年以上の在院者数を平成24年６月末時点から18％以上減少。

③地域生活支援拠点等の整備（新規）
・障害者の地域生活を支援する機能の集約を行う拠点等を、各市町村又は各圏
域に少なくとも１つを整備。

④福祉から一般就労への移行促進
・福祉施設から一般就労への移行者数を平成24年度実績の２倍以上とする。
・就労移行支援事業の利用者数を平成25年度末の利用者から６割以上増加。
・就労移行支援事業所のうち就労移行率が３割以上の事業所を全体の５割以上と
する。（平成23年度実績27.1％）

○PDCAサイクルの導入（新規）
・少なくとも１年に１回は、成果目標等に関する実績を把握し、分析・評価（中間評
価）を行い、必要があると認めるときは、計画の変更等の措置を講じる。
・中間評価の際には、協議会や合議制の機関等の意見を聴くとともに、その結果
について、公表することが望ましい。

基本指針の見直しの主なポイント

○障害児支援体制の整備（新規）
・児童福祉法に基づく障害児支援等の体制整備についても定めるよう努めるものと
する。

○計画相談の充実、研修の充実等

（１）計画の作成プロセス等に関する事項

（２）成果目標に関する事項（平成29年度までの目標）

（３）その他の事項
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